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１．はじめに 

地震時における斜面崩壊発生場は地盤構造が大き

く影響していると考えられるが、山地部における広

域的な3次元の地盤構造に関する情報が十分に得ら

れていないため、地盤構造が地震時斜面崩壊発生に

及ぼす影響は十分に検証されてきていない。このこ

とから、より詳細な地盤構造の影響を考慮した危険

度評価手法を作成することができれば、評価精度が

高まることが期待される。そこで、空中電磁探査に

よって取得された広域における地盤の深さ方向を含

めた比抵抗と平成28年熊本地震で発生した斜面崩壊

を重ね合せて解析し、地震時における斜面崩壊発生

場における地盤構造の特徴を分析した（図-1）。 

２．研究内容 

まず、10mメッシュ毎に、ある深度の比抵抗からそ

れより20m深い深度の比抵抗を差し引くことによっ

て、20m深度間（以下、「深度区間」という。）の比

抵抗変化量を算出する。次に、メッシュの重心が崩

壊地内に入るメッシュを崩壊メッシュとして設定す

る。その上で、比抵抗変化量の階級別の崩壊メッシ

ュ率を算出した（図-2）。この結果、比抵抗変化量の

階級が正の方向に大きくなると崩壊メッシュ率が高

くなる傾向が見られ、特に、深度区間10～30mなどの

比較的浅い区間では比抵抗変化量が負から正の値に

なる階級を境界として崩壊メッシュ率が急激に増加

する結果となった。 

比抵抗変化量が正の値を示すメッシュでは、比抵

抗が浅い深度で高く深い深度で低い、すなわち軟弱

な岩盤の上層を堅硬な岩盤が覆うようなキャップロ

ック構造に類似した地盤構造を有しているものと考

えられる。過去の地震事例において、キャップロッ

ク構造を有する斜面では、崩壊が発生した事例が多

数報告されている。このことから、比抵抗変化量が

正の値になる場所ではキャップロック構造に類似し

た地盤構造が存在し、相対的により多くの地震時斜

面崩壊が発生した可能性が考えられる。 

３．おわりに 

今後とも地震時における斜面崩壊発生場の分析を

進め、想定地震における大規模な斜面崩壊を含む斜

面崩壊の発生状況を事前に推定することができる手

法を開発に向けて取り組む所存である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 比抵抗とH28熊本地震による斜面崩壊分布 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 比抵抗変化量の階級別崩壊メッシュ率 
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１．はじめに 

昨今、子供が犠牲になる事故や高齢運転者による

事故が相次いで発生しているなど、交通安全対策の

効果的な推進が喫緊の課題となっている。 

国総研では、これまでに、車両の動き（位置、速

度、前後加速度等）を広域に収集できるETC2.0プロ

ーブ情報を活用し、潜在的な危険箇所を抽出する手

法の開発に取り組んできた。 

しかし、ETC2.0プローブ情報の分析手法の効率化

や精度向上、データサンプル数の確保など、「質」

と「量」の面でさらなる工夫の余地がある。 

そこで、本稿では、交通安全対策へのETC2.0プロ

ーブ情報の効果的な活用方法の提案として、「ドラ

イブレコーダーデータの分析結果を活用したETC2.0

プローブ情報の危険事象の見極め方法の提案」と

「ETC2.0可搬型路側機の効果的な活用に向けた研究」

を紹介する。 

 

２．ドライブレコーダーデータの分析結果を活用し

たETC2.0プローブ情報の危険事象見極め方法の提案 

国総研では、ETC2.0プローブ情報の急減速データ

（例えば前後加速度-0.3G以下）を分析し、潜在的危

険箇所を抽出する手法を開発してきた。しかし、図

-1に示すように、この急減速データは単純に一定値

以下の前後加速度を示した減速行動を取り出したも

のであるため、その中には、危険事象以外の行動（例

えば赤信号手前の単なる急ブレーキ等）も含まれて

いる。そのため、分析精度の向上を図るには、ETC2.0

プローブ情報の急減速データが、危険事象か非危険

事象かを効率的に見極めることが必要となる。 

そこで、本研究では、加速度データを記録するド

ライブレコーダー（以下、ドラレコ）を活用し、ド

ラレコの前方映像の目視確認から、図-2に示すよう

に、運転挙動が危険事象か非危険事象かに判定した

上で、発生場所の道路構造や急減速データ（ドラレ

コに記録されている前後加速度の値）等との照合を

行った。 

その結果、図-3に示すように、前後加速度-0.3G以

下の場合では、単路部及び交差点内部においては、

概ね9割の確率で危険事象があったと考えられるこ 
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図-2 ドラレコデータの分析による危険事象の判定と

道路構造との関係性整理 

図-1 ETC2.0プローブ情報の急減速データが抱える課題 
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とがわかった。一方で、交差点流入部については、

非危険事象が概ね7割含まれることがわかった。図-

4は、交差点流入部において、前後加速度別に危険事

象・非危険事象の割合を示したものである。この図

からは、交差点流入部では、前後加速度が-0.6G以下

であれば、約8割が危険事象であると見極められる一

方で、前後加速度が-0.25G～0.6Gの範囲では、約4～

6割の非危険事象が含まれることがわかる。このため、

今後は、停止線の有無や車線数などの道路構造から

危険事象の見極め方法を開発する予定である。 

 

３．ETC2.0可搬型路側機の効果的な活用に向けた研究 

ETC2.0プローブ情報は、主に高速道路や直轄国道

上に設置された路側機を、専用の車載器を搭載した

車両が通過することでデータが収集される。このデ

ータには、車両の位置や時刻、走行速度等を記録す

る「走行履歴データ」と、前後加速度や左右加速度

等を記録する「挙動履歴データ」とがある。しかし、

現状の路側機の配備状況では、路側機までの距離が

遠いエリアでは、蓄積容量の関係もあり、分析に必

要な挙動履歴データが収集できていないことがある。 

そこで、本研究では、図-5に示すような可搬型路

側機を一時的に設置することで、必要なデータ取得

が可能になると考え、実際に可搬型路側機が設置さ

れたエリアを対象とし、その設置効果を分析した。 

 具体的には、走行履歴データと挙動履歴データに

ついて、50mメッシュ単位でカーネル密度推定を実施

してそれぞれの密度推定値を求め、50mメッシュ単位

で得られたそれぞれの値から「走行履歴密度推定値

あたりの挙動履歴密度推定値」算出した。この値を

設置前後で比較したものを図-6に示す。可搬型路側

機の設置後、対象エリアにおいて挙動履歴密度推定

値の比率が高くなっていることがわかる。すなわち、

可搬型路側機を設置することで、これまで取得でき

ていなかった挙動履歴データが新たに取得できてい

ることが示されている。また、設置前の段階で、こ

のような密度推定による分析を広域に行うことで、

挙動履歴密度推定値の比率が相対的に低い地域が明

らかとなり、可搬型路側機の効果的な設置エリアの

検討が容易となる。今後は、効率的な設置箇所や方

法、必要なサンプル数確保のための設置期間等につ

いて、詳細な検討を進めていく予定である。 

 

４．おわりに 

引き続き、ETC2.0プローブ情報の「質」と「量」

の面で分析上の工夫を図り、全国の交通安全対策の

立案や評価等への活用を進めていく所存である。 

☞詳細情報はこちら 

道路交通安全研究室ＨＰ 

http://www.nilim.go.jp/lab/geg/index.htm 
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図-6 走行履歴密度推定値あたりの挙動履歴密度

推定値（可搬型路側機設置前後の比較） 
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